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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、アジアの先進国である日本と韓国に関し、農業生産性の計量経済学的分
析を通じて、農業生産性の向上と食料自給率の向上との関連性を考察することにある。その結果、以下の成果が得られ
た。第一に、農業生産性に関し、日本の稲作生産性は1996年から2006年の期間において停滞していたこと、また韓国の
稲作生産性でも1994年から2006年の期間において停滞が確認された。第二に、食料自給率に関しては、農業の生産要因
よりも消費の需要要因が日本の食料自給率変化に大きく寄与している傾向を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： This study measured agricultural productivity in Japan and Korea as advanced 
economies in Asia, and decomposed changes in Japan’s food self-sufficiency rate into two components such 
as supply-side and demand-side factors. We found that Japan’s rice productivity growth stagnated for the 
period 1996 to 2006, and so did Korea’s rice productivity for the period 1994 to 2006. Changes in 
Japan’s food self-sufficiency rate tended to be more attributable to the demand-side factor than to the 
supply-side factor.

研究分野：農業経済学

キーワード： 農業生産性　食料自給率　技術進歩　地域別貢献度分析　経済収束分析
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１．研究開始当初の背景 

(1)20 世紀後半まで、世界における農産物の

供給増大は主として農業生産性の向上によっ

てもたらされたが、1990 年代以降、農業生産

性はアメリカやカナダ、英国などの欧米先進

国を中心に停滞していることが Beddow, 

Pardey and Alston（2009）などによって指摘さ

れている。例えば、アメリカ農業の総合生産

性は 1949 年～1990 年に年率 2.02％であった

が、1990 年～2002 年には 0.97％となってい

る（Alston, Andersen, James and Pardey（2010））。 

 

(2)一方、アジアの先進国において、日本では

農林水産省の「食料・農業・農村基本計画」

に記されているように、経済のグローバル化

が進展し、日本農業が国際的な経済社会の動

向との結び付きを一層強めている。さらに地

球温暖化の進行によって、中長期的には世界

の穀物は需給の逼迫が予想されること、米国

やブラジルがバイオエタノール増産のため、

食用大豆などの作付けを減少させており、将

来必要な穀物の輸入量が確保できるかが憂慮

される。 

 

(3)近年、食糧需給に関する不安定要因が顕在

化しており、食料をどのように確保するかは

日本のみならず、国際的な課題となっている。

よって、不測時における食料安全保障の観点

からも、穀物を中心に食料自給率の向上は急

務であり、そのための基盤となる農業生産性

の向上は不可欠となる。 

 

(4) 他方、アジアのもう一つの先進国である

韓国は、経済成長によって相対的にアジアの

中で最も日本にキャッチ・アップした国の一

つと見なされることから、韓国農業も上記の

日本と同様な状況に直面しているか否かも注

目される。 

 

(5)こうした背景から、われわれはアジアの先

進国である日本と韓国の農業生産性がどれほ

ど向上したか、また食料自給率の向上にはど

のような要因が大きく寄与したかという問題

意識を抱くに至り、それらの問題を解明する

必要があるのではないかという着想を得た。 

 

２．研究の目的 

上記の背景から本研究の目的は、アジアの

先進国である日本と韓国に関し、農業生産性

の計量経済学的分析を通じて、農業生産性の

向上と食料自給率の向上との関連性を考察す

ることにある。具体的には、第一に農業生産

性推移と食料自給率推移の背景にある日韓両

国の経済成長と農業発展の共通性と異質性を

明らかにする。第二に日韓両国の農業生産性

をそれぞれ時系列的に分析し、両国の農業生

産性を比較する。第三に農業生産性の地域別

貢献度を分析するとともに、生産性の地域間

格差が縮小しているかについて経済収束分析

を行なう。第四に農業生産性変化が食料自給

率変化に、どの程度寄与しているかについて、

数量分析を試みる。 

 

３．研究の方法 

(1) 日韓両国の経済成長と農業発展における

共通性と異質性の解明 

韓国の経済成長と農業発展、日韓両国の農

業技術進歩、農業構造改革などに関する既存

研究のレビューを通じて、日韓両国の共通性

と異質性を明らかにする。 

 

(2)生産性の分析方法 

①日本の稲作を対象とした生産性分析（計測

期間 1996 年〜2006 年）にはマルムクィスト

生産性指数を適用する。韓国の稲作を対象と

した生産性分析（計測期間 1994年〜2006 年）

には規模の経済性を考慮したマルチラテラル

生産性指数を適用する。 
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②生産性の地域別貢献度は日韓両国とも地域

別米生産額シェアをウェイトとする全国集計

値を求めた上で、全変数の変分をとることに

よって、生産性の地域別貢献度を計測する。 

③生産性の経済収束分析ではパネル単位根検

定を用いる。 

 

(3)食料自給率変化に関する分析方法 

①日本の食料自給率変化に関し、過去推移（計

測期間 1960 年〜2011 年）を農業の生産要因

（農業生産性変化）と消費の需要要因（人口

変化）に要因分解する。 

②日本の食料自給率変化に関し、将来予測（計

測期間 2011 年〜2060 年）を農業の生産要因

（農業生産性変化）と消費の需要要因（人口

変化）に要因分解する。 

 

４．研究成果 

(1)日韓両国の経済成長と農業発展における

共通性と異質性 

 韓国の経済成長と農業発展、日韓両国の農

業技術進歩、農業構造改革などに関する既存

研究のレビューを通じて検討した結果、以下

の共通性と異質性が明らかにされた。 

①日韓両国の共通性として、第一に、韓国で

は 1960 年代後半に始まる高度経済成長によ

って、日本と同様、余剰労働力が農業部門か

ら非農業部門へ大量に移動して、農業労働力

が過剰から不足に転じた。第二に、稲作のＭ

（機械）技術面を見ると、韓国稲作は 1980 年

代末に日本と同様な機械化一貫作業が実現し、

労働から資本への代替が進展した。第三に、

稲作のＢＣ（生物・化学的）技術面を見ると、

韓国でも 1980 年代末から米が過剰となり、品

種改良が日本と同様に、増収型から品質向上

型に転換した。第四に、日韓両国とも農地流

動化や稲作経営の規模拡大は、大幅には進展

せず、日韓両国とも同等な規模（1 戸当り平

均約 1ha）に留まっている。 

②日韓両国の異質性として、第一に、日韓両

国とも高度経済成長の初期過程で農工間の所

得格差拡大が生じたが、日本では兼業機会の

拡大による農外所得の増加が農工間の所得格

差を縮小させた。一方、韓国では工場などが

立地する地域が限定されたため、農工間の所

得格差は日本ほどには縮小しなかった。第二

に、日本では 40 年以上の長期にわたり減反政

策が実施されてきた．一方，韓国では減反政

策が 3 年間という短期間に実施されたに過ぎ

ない。第三に、稲作付面積に占める自小作地

の比率に関して、日本では自作地の比率が高

いのに対し、韓国では小作地の比率が高い。

第四に、米生産費総額に占める土地費用（自

作地と小作地の地代合計）の割合（コスト・

シェア）は、日本よりも、韓国の方が突出し

て高い。第五に、農地流動化に関わる農地制

度面に関しては、韓国が日本よりも農地所有

の規制が緩く、不在地主の比率が高い上、借

地権の保護も弱かった。 

以上の日韓両国の経済成長と農業発展の共

通性と異質性を踏まえ、以下の農業生産性と

食料自給率の分析を試みた。 

 

(2)農業生産性の分析結果 

①日本の稲作を対象としてマルムクィスト生

産性指数を適用した結果（計測期間 1996年〜

2006 年）、日本全体の生産性成長率は年平均

0.83％であった。これをキャッチ・アップ効

果と技術変化に要因分解すると、キャッチ・

アップ効果は-0.48％、技術変化は 1.32％で

あった。一方、韓国の稲作を対象として規模

の経済性を考慮したマルチラテラル生産性指

数を適用した結果（計測期間 1994 年〜2006

年）、韓国全体の生産性成長率はマルチラテラ

ル要素投入量基準生産性が年平均 0.62％、マ

ルチラテラル産出量基準生産性が年平均

0.57％であった。上記の通り、日韓両国の稲

作生産性の年平均成長率は 1％を下回ったた

め、日韓両国の稲作生産性は停滞していたと

解される。近年の食糧需給に関する不安定要
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因の顕在化を踏まえると、両国の稲作生産性

停滞は将来的に憂慮すべき状況と言える。 

②稲作生産性の地域別貢献度を分析した結果、

日本に関しては、北陸、関東・東山、北海道

の順で日本全体の生産性成長に対する貢献が

大きく、この３地域の合計で約 80％の貢献度

であった。韓国に関しては、忠清南道、忠清

北道、京畿道の順で韓国全体の生産性成長に

対する貢献が大きく、この３地域の合計で約

80％の貢献度であった。日本の貢献度に関し

ては、上記３地域がいずれも東日本に位置し

ており、今後は西日本の地域と東北の貢献度

をいかに高めるかが課題となる。韓国の貢献

度に関しては、上記３地域がいずれも韓国北

部に位置しており、今後は南部の特に主要な

米産地である全羅南北道の貢献度をいかに高

めるかが課題となる。 

③パネル単位根検定（LLC 検定、IPS 検定、HT

検定）を適用して稲作生産性の経済収束を分

析した結果、日韓両国とも 1％の有意水準で

定常（収束）との検定結果を得た。この結果

から日韓両国における稲作生産性の地域間格

差は縮小していることが明らかになった。稲

作生産性の地域間格差縮小という結果は、上

記①のように日韓両国の稲作生産性が停滞し

ていた点を踏まえると、生産性の低い地域が

生産性の高い地域へ容易にキャッチ・アップ

できたためと考えられる。それゆえ、稲作生

産性の地域間格差縮小は、必ずしも望ましい

現象とは言えない。 

 

(3)食料自給率変化に関する分析結果 

①日本の食料自給率変化に関し、過去推移（計

測期間 1960 年〜2011 年）を農業の生産要因

（農業生産性変化）と消費の需要要因（人口

変化）に要因分解した結果、食料自給率変化

には生産要因よりも需要要因が大きく寄与す

る品目が多いことが明らかとなった（野菜、

果実、牛肉、豚肉など 8品目）。 

②日本の食料自給率変化に関し、将来予測（計

測期間 2011 年〜2060 年）を農業の生産要因

（農業生産性変化）と消費の需要要因（人口

変化）に要因分解した結果、食料自給率変化

には生産要因よりも需要要因が大きく寄与す

る品目が多いことが明らかとなった（鶏卵、

乳製品、鶏肉、砂糖など 8品目）。食料自給率

変化の過去推移と同様、将来予測でも食料自

給率変化が需要要因からより大きな寄与を受

けるという結果の将来展望に関しては、以下

の点が指摘できる。すなわち、将来的に食料

自給率を農業の生産要因の貢献によって上昇

させるには、農業の技術進歩を通じた単収・

一頭当たり生産量の増大に加え、耕作放棄な

どによる作付面積や頭数の減少傾向を緩和な

いし反転して行くことが政策的に必要となる。 

 

(4)今後の研究に対する展望 

①農業生産性分析に関し、本研究期間内では

日韓両国とも稲作生産性の研究発表にとどま

ったが、今後は白菜などの野菜作や畜産にも

分析対象作目を拡張する。 

②食料自給率変化の分析に関し、日本の事例

では農業の生産要因を単収・一頭当たり生産

量（部分生産性）としたが、総合生産性も考

慮した分析を試みることである。さらに、食

料自給率変化に関する分析対象国を韓国など

諸外国にも拡張して分析を試みることである。 
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